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ⅤⅤ【【支支ええ合合うう】】おお互互いいをを認認めめ、、尊尊重重ししてて、、支支ええ合合うう  

 

★ それぞれの主体が、ユニバーサル社会、男女共同参画社会、ワーク・ライフ・バラ

ンス（仕事と生活の調和）等の視点をもって生活・活動し、地域づくりに取り組む

ことを目指します。 

★ 多くの外国人が本県を訪れ、滞在し、人種・国籍・文化の違いを認め合い、ともに

暮らし、働き、交流するような社会の実現を目指します。 

★ 高齢の方が生きがいをもって暮らし、豊かな知識と経験を生かして様々な分野で活

躍することを目指します。また、介護や医療が必要になっても、人格や個性が尊重

され、住み慣れた地域で安心して生活し、質の高い福祉サービスを利用できること

を目指します。障害のある方が、質の高い障害福祉サービスを利用し、住み慣れた

地域の中でその能力と適性に応じて自立した日常生活や社会生活を営むことを目指

します。ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）や児童虐待がなくなり、また、ひと

り親家庭が自立して生活できるような社会の実現を目指します。地域福祉の推進者

を中心に、支援を必要とする方を地域で支え合い、全員がいきいきと安心して生活

できるような社会の実現を目指します。 

★ 地域の医療機関が安定的に運営され、誰もが安全で質の高い医療に接続することが

できて安心して暮らせるような社会の実現を目指します。全ての世代が健康に関心

を持ち、社会全体で健康づくりを進め、健康づくり文化の創造に取り組みます。健

康危機の脅威から県民を守ります。 

 

 
 

目指す将来の姿  
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（１）一人ひとりの人権が尊重され、「それぞれの個性と

能力が発揮できる社会」、「誰もが、家庭・地域・職場

のあらゆるところで、心豊かに暮らせる男女共同参画

社会」 

（１－１）人権 

 
 

 

人権問題は多様で変化があり、引き続き、県民の人権意識の高揚と行政施策の充実

が必要です。 

「人権」に対して抱くイメージ 
□あなたは「人権」ということについて、「自分に関係が深い」というイメージ（印象、感想） 

を持っていますか。 

20.9

5.2

13.0

21.7

20.0

19.1

0% 5% 10% 15% 20% 25%

無　　回　　答　　

そうは思わない　　

あまりそう思わない

どちらともいえない

まあそう思う　　  

そう思う　　　　  

 
人権侵害－被害経験の有無 

□日常生活の中であなた自身が差別や人権侵害を受けたことがありますか。 

たまにある

20.7%

ほとんどない

45.3%

たびたびある

2.0%

まったくない

23.1%

わからない
4.7%

無回答
4.1%

 
研修会等への参加経験 

□過去３年くらいの間に人権問題に関する講演会や研修会に何回くらい参加しましたか。 

5～9回

10.2%

1～4回

41.1%

10回以上
4.2%

参加したことがない

41.8%

無回答

2.7%

 
 資料 県人権局 鳥取県人権意識調査報告書（H17年2月調査）     

１１ 現現現状状状・・・課課課題題題 
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① 人権尊重の視点をもってあらゆる施策が展開されることを促進します。 

② あらゆる場を通じた人権教育・啓発、県民との協働による啓発事業と県民自らの実

践活動の促進等により、県民一人ひとりが人権の現状を知り、思いやりの心（人権

意識）が育まれ、誰もがかけがえのない存在として尊重される共に生きる社会の実

現を目指します。人権教育・啓発を推進する指導者やリーダーを養成します。 

③ お互いの違いを認め合い、家庭も地域も人と人とのつながりが大切にされ、希望に

溢れ、誰もが暮らしやすい社会（ユニバーサル社会）の実現を目指します。 

④ 人権相談窓口設置等による相談・支援の充実等により、差別や偏見により生活や個

人の能力の発揮が損なわれることがなく、行政と県民の手による支援が充実し、誰
もが社会の一員としていきいきと輝き自己実現できる社会を目指します。 

⑤ 地域住民を始めＮＰＯ、企業等あらゆる地域社会の構成員と連携した取組みを促進

すること等により、いじめや虐待のない、誰もが生まれてきたことを喜び、誇りを

もって生きていくことのできる、暖かい眼差しと笑顔があふれる、暴力のない社会
を目指します。 

⑥ 北朝鮮による拉致問題は、一刻も早く全面解決されるべき喫緊の課題であり、日本

政府に取組みを働きかけるとともに、拉致被害者の帰国後生活の支援準備、県民理

解の促進を進めます。 
 

  
項 目 現 状 目 標 

県民の研修会等への参加

経験者(人権意識調査) 

55.5％ 

(平成16年度調査) 

65.5％ 

(平成28年度調査) 

 

３３ 主主主ななな目目目標標標指指指標標標 

２２ 取取取組組組みみみののの方方方向向向性性性等等等 
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（１－２）男女共同参画 

 
 

 

「男女共同参画」という「言葉」は県民の皆さんに徐々に知られてきていますが、

その内容やイメージは十分伝わっていません。また、家庭の力や地域社会での支え合

いが以前に比べかなり弱くなっています。これらのことを踏まえ、家庭や地域、職場

のあらゆる場面で男女共同参画の視点が入るよう理解者やリーダーとなる者を増やし

ていくことが必要です。また、女性は勿論、男性の働き方を見直し、それぞれの役割

を大切にし、家庭や地域、職場でワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の調和)の実

現を促進することが重要です。 

鳥取県男女共同参画推進企業の認定数の推移 
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県内事業所における女性の育児休業利用状況（事業所規模別） 
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資料 県商工労働部    

資料 県企画部    

１１ 現現現状状状・・・課課課題題題 
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① 県、市町村、男女共同参画を推進する団体の連携を強化し、職場、地域、家庭など

あらゆる場面で、男女共同参画を進めるための理解者やリーダーとなる者を増やす

ための普及啓発・人材育成を推進します。 

② 子育て応援パスポートや家庭教育推進協力企業（家庭教育の充実に向けた職場環境

づくりに自主的に取り組む企業）制度による企業の子育て支援の促進など子育て支
援対策を充実します。 

③ 社会の制度や慣行を見直し、防災や消防の取組みに女性の力を活かしたり、住民団

体等の役員への女性登用促進、男性の育児休業の取得・家事等への参画を推進しま

す。 

④ 男女共同参画推進企業（仕事と家庭の両立に配慮しながら、男女ともに働きやすい

職場環境づくりを積極的に進める企業）認定制度を通じた企業への働きかけや中小

企業労働相談所の機能強化などのほか、企業経営者等の意識改革のためのシンポジ

ウムによる普及啓発等により、多様な生き方を選べる社会を構築するため、ワー
ク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を促進します。 

 

  
項 目 現 状 目 標 

男女共同参画推進企業

の認定数 

173社 

(平成19年度末) 

700社 

(平成30年度末) 

 

３３ 主主主ななな目目目標標標指指指標標標 

２２ 取取取組組組みみみののの方方方向向向性性性等等等 
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（２）人種・国籍・文化・言語の違いを認め合い、尊重する

「多文化共生社会」 

 
 

 

鳥取県内に居住されている外国人の中には、言葉等が障壁となり、日常生活を送る

上で十分なサービスが受けられていないケースがあります。一時的な滞在に留まらず、

鳥取県で働き、居住する外国人は、今後一層増加することが見込まれます。 

また、手話は、コミュニケーション手段としてだけではなく、言語として一つの文

化を形成しています。 

 

県内の外国人登録者数の推移 
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 資料 県文化観光局    

１１ 現現現状状状・・・課課課題題題 
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① 環日本海諸国や東アジアを始め多くの外国人が鳥取県を訪れ、滞在・交流しやすい

環境を整備し、国際交流を推進します。 

② 外国人支援・相談の窓口を市町村単位等で設置するなど、鳥取県に居住している外

国人への支援体制を整え、外国人でもストレスが少なく、安心して働き、生活・滞

在できるよう、支援します。子どもの親が外国人である場合に学校・家庭間で円滑

な意思疎通ができるよう、日本語の習得支援を行うなど、事情・状況に応じたきめ

細かな支援を行います。外国人支援に関する意識啓発と基礎的体制づくりを推進し
ます。 

③ 国際理解が進み、人種・国籍・文化の違いを認め合い、尊重する社会の実現を目指

します。外国人が地域を支える一員となっている社会づくりを推進します。 

④ 手話がコミュニケーション手段としてだけではなく、言語として一つの文化を形成

していることに鑑み、手話通訳者等の確保・スキル（技術）の向上を図るほか、県

民に手話がもっと身近なものとなるような環境整備を進めるなど、手話を必要とさ

れる方が日常生活を送る上で十分なサービスを受け、社会参画ができる環境を整備

します。 
 

  
項 目 現 状 目 標 

外国人支援・相談窓口の 

設置 

３か所 

(平成19年度末) 

22か所 

(平成30年度末) 
 

３３ 主主主ななな目目目標標標指指指標標標 

２２ 取取取組組組みみみののの方方方向向向性性性等等等 
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（３）高齢の方や、障害のある方、社会的に支えを必要と

される方が地域・社会の中で「質の高い生活」を送る 

（３－１）高齢の方 

 
 

 

高齢の方は豊かな知識と経験を持っており、様々な分野で活躍できる社会の重要な

一員であり、生きがいをもって参加できる活躍の場が必要です。 

高齢化の進行とともに、介護を必要とする者の割合が増えています。また、核家族

化の進行とともに高齢夫婦世帯や高齢単身世帯も増加しています。 

介護が必要となっても住み慣れた地域でできる限り自立して暮らしていくための福

祉、医療、生活面での支援・体制が必要です。 

 

県における要介護認定率の推移 
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高齢者施設の整備状況 

 
項目 鳥取県 全国 順位 

老人ホーム定員数(老年人口千人当たり、H18) 29.9 人 20.9 人 2 

 

 
 

資料 厚生労働省「福祉行政報告例」、総務省「国勢調査」    

資料 県福祉保健部

１１ 現現現状状状・・・課課課題題題 
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① 就業支援等により、高齢の方が生きがいをもって暮らし、希望する就業ができるほ

か、豊かな知識と経験を生かして様々な分野で活躍することができる社会の実現を

目指します。 

② 地域の中での社会参加活動など、高齢の方の活躍の場を拡大します。地域リーダー

を養成します。高齢者スポーツ大会や作品展など、スポーツや文化活動を促進しま
す。 

③ 行政と民間とが協働・連携した介護予防の全県的な普及を推進します。 

④ 高齢の方が元気に暮らし続けられる地域づくりに意欲のある人材を活用すること

などにより、介護や医療が必要になっても、住み慣れた地域で安心して暮らせ、ま
た、質の高いサービスを利用することのできる社会の実現を目指します。 

⑤ 医療機関同士、医療機関と在宅支援サービス、在宅生活を支えるサービス間がつな

がるネットワークの構築等により、適切なサービスを受けられるよう、「医療と福

祉の連携」を推進します。 

⑥ 認知症高齢者の早期発見・早期治療体制の整備の促進と、地域支援体制の構築を推

進します。 

⑦ 家庭・施設において、高齢の方が身体的虐待や介護放棄などを受けることがないよ

う、虐待の予防や早期発見・早期対応のための取組みを進めます。 

⑧ 地域活動の中心となる人材を育成し、地域における住民相互の支え合い（見守り等）

の強化を促進します。 

⑨ 介護保険施設等について、在宅に近い家庭的な居住環境の中で生活できるよう居住

環境の改善を図るとともに、入所のためだけでなく、高齢の方の在宅生活を支える

拠点としての役割や地域住民との交流拠点としての役割を担うことができるよう、

質的転換を図ります。 
 

  
項 目 現 状 目 標 

要介護認定率 
17.8％ 

(平成19年度) 

16.0％ 

(平成30年度) 

 

３３ 主主主ななな目目目標標標指指指標標標 

２２ 取取取組組組みみみののの方方方向向向性性性等等等 
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（３－２）障害のある方 

 
 

 

住み慣れた地域での暮らしを望む施設入所者や入院者の地域生活への移行が進んで

いません。障害のある方の地域生活を支えるシステムの整備と地域住民の理解が必要

です。障害のある方の多くが授産施設などの福祉施設を利用していますが、障害のあ

る方のニーズに応じたサービスが提供できているとは必ずしも言い難く、一般就労へ

の移行も困難な状態です。また、自閉症等発達障害児・者の一貫性のある支援体制の

整備が十分ではありません。 

 

県内の障害児・者数等の推移 
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障害児・者施設の整備状況 

 
項目 鳥取県 全国 順位 

身体障害者更生援護施設定員数 

     (人口１万人当たり、H17) 
8.48 人 4.88 人 7 

知的障害者援護施設定員数 

     (人口１万人当たり、H17) 
24.66 人 15.29 人 5 

 

 資料 厚生労働省「社会福祉施設等調査」、総務省「国勢調査」    

資料 県福祉保健部、厚生労働省「福祉行政報告例」    

１１ 現現現状状状・・・課課課題題題 
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① 誰もがそれぞれの人格と個性を認め合い、尊重し合い、支え合うことによって、自

己選択と自己決定の下に様々な分野に参加・参画することができる社会の実現を目

指します。 

② 障害のある方が地域で自立して生活できるよう、地域社会の中にある住宅で共同生

活をするグループホーム等の整備の支援、一般住宅への入居の支援や、社会資源と

して不足している事業所の創設の支援（就労移行支援事業等）等による一般就労へ

の移行支援など、住居、就労、日中活動場等を充実します。 

③ 障害者施設について、入所される方の生活の質の向上を図るよう、体制整備を進め

ます。また、障害のある方のニーズを踏まえ、入所者の社会的自立や地域生活への

円滑な移行につながる、社会生活能力を高める支援を推進します。地域における障

害に対する理解と施設に入所されている方の円滑な地域での生活の移行につなが
るよう、地域との交流を推進します。 

④ 就労継続支援事業所（企業等に雇用されることが困難な障害のある方に就労の機会

を提供するとともに、生産活動その他の活動の機会の提供を通じ、知識・能力の向

上のために必要な訓練等を行う事業所）、授産施設等における工賃水準を３倍に増

やす計画の推進等により、就労継続支援事業所等で働く障害のある方の就労意欲を

醸成します。 

⑤ 手話がコミュニケーション手段としてだけではなく、言語として一つの文化を形成

していることに鑑み、手話通訳者等の確保・スキル（技術）の向上を図るほか、県

民に手話がもっと身近なものとなるような環境整備を進めるなど、手話を必要とさ

れる方が日常生活を送る上で十分なサービスを受け、社会参画ができる環境を整備

します。また、視覚障害のある方が必要な情報を入手することができるよう、点字

図書を始め、点字、音声等による情報入手の充実を図るなど、障害のある方の状況

に応じたコミュニケーション手段を確保するとともに、障害のある方が適切な教育

を受けることにより、自己選択と自己決定により日常生活や社会参画ができる環境
を整備します。 

⑥ 障害のある子どもが、安心して生活し、適切な支援を受け、自らの将来を選択・決

定することのできる社会を目指します。 

⑦ 発達障害のある方のニーズに応じた支援手法の確立を目指す取組みや、高次脳機能

障害者支援普及事業（高次脳機能障害者支援拠点機関を設置し、社会復帰のための

相談支援、医療と福祉が連携した支援ネットワークの構築等を行う取組み）等を通

じ、発達障害を含め障害のある方に対する福祉、保健、雇用、教育及び医療の連携

した支援体制を構築します。 

⑧ スポーツ、文化・芸術活動や余暇活動などにおける交流等を通じてネットワークを

形成するとともに、理解を深め、認め合う機会をつくります。 
 

２２ 取取取組組組みみみののの方方方向向向性性性等等等 
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項 目 現 状 目 標 

入所施設の入所者の地

域生活への移行者数 

87人 

(平成19年度) 

513人 

(平成20～30年度の累計) 

福祉施設から一般就労

への移行者数 

27人 

(平成19年度) 

62人 

(平成30年度) 
 

３３ 主主主ななな目目目標標標指指指標標標 
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（３－３）社会的に支えを必要とされる方 

（３－３－１）ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）対策、児童・母子（父子）福祉 

 
 

 

鳥取県のＤＶ（ドメスティックバイオレンス）施策は、全国的に見ても進んでいま

すが、より一層、ＤＶの未然防止や被害者の自立支援を充実していく必要があります。 

児童虐待防止に関する市町村との連携など地域における体制整備を図るとともに、

入所施設や里親制度における児童の処遇の充実及び児童の円滑な家庭復帰に向けた支

援が必要です。 

ひとり親家庭は、年々増加しており、所得が少ないなど経済的自立が困難な状況に

あります。 

 

ＤＶによる一時保護件数の推移（鳥取県） 
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 資料 厚生労働省「福祉行政報告例」

資料 県福祉保健部     

１１ 現現現状状状・・・課課課題題題 
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① 関係機関の連携を充実強化し、県や市町村による教育・普及活動を充実させ、暴力

を許さない社会を実現します。 

② 相談窓口の充実、関係機関の連携等により、ＤＶ発生の未然防止を推進します。 

③ ＤＶ被害者への緊急保護支援・一時保護施設の充実や、ＤＶ被害者に対する就労、

住居の確保等の必要な支援の充実を図り、ＤＶ被害者が安心して暮らせる社会の実

現を目指します。ＤＶ被害者に対する民間支援団体等を支援するとともに、協働・

連携してＤＶ対策を推進します。 

④ 児童虐待の発生予防、早期発見・対応、入所施設や里親制度など、総合的な支援体

制の整備を推進します。入所施設との連携による親支援を充実し、家庭復帰に向け
た取組みを推進します。 

⑤ 相談体制の整備、就労・生活支援の充実など、ひとり親家庭が育児と仕事を両立し、

経済的に自立支援する取組みを拡充します。 
 

  
項 目 現 状 目 標 

里親委託率 
14.4％ 

(平成19年度末) 

20.0％ 

(平成30年度末) 

※「里親委託率」…乳児院・児童養護施設措置児童数及び里親委託児童数の合計に占め
る里親委託児童数の割合 

３３ 主主主ななな目目目標標標指指指標標標 

２２ 取取取組組組みみみののの方方方向向向性性性等等等 
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（３－３－２）生活支援 

 
 

 

福祉の分野に限らず、生活に関わる様々な分野において「地域」に関心が向けられ

ており、住民が地域の課題に主体的に関わり、連携していくことが課題解決に不可欠

であるとして、「地域の福祉力（地域の課題を解決し得る力）」の必要性が叫ばれて

います。 

また、地域で支え合う力が弱くなる一方で、地域で支えを必要とする人は益々増え

ており、地域に関わる様々な主体の役割分担や協働のあり方を見つけ出し、子どもも

大人も、高齢の方も障害のある方も、誰もが暮らしやすい地域づくりを進めていく必

要があります。 

 

 

① ボランティアコーディネーター（ボランティア活動の調整役）の養成や地域福祉の

推進者との連携を進めることなどにより、支援を必要とする方を地域で支え合い、

全員が地域の中で自分でできる役割を果たしながら、いきいきと安心して暮らせる、

共に生きるまちづくりを推進します。 

② 病気、失業等で生活に困窮した方の日々の生活をサポートし、自立へのチャレンジ

を支援します。 

③ 豊かな地域社会の再生を目指し、互いに支え合う地域の福祉力の再構築を目指しま

す。 

１１ 現現現状状状・・・課課課題題題 

２２ 取取取組組組みみみののの方方方向向向性性性等等等 
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（４）「あんしん医療体制」構築と「健康づくり文化」の創造 

 
 

 

病院勤務医の確保が困難となり、医師不足により診療科や病棟を休廃止する事態が

発生しています。看護師も不足しており、今後の医療提供体制の不足が懸念されます。

なお、市部においては、規模や診療機能が同等の病院が複数存在しています。 

中高年男性の４割がメタボリックシンドローム（内臓脂肪型肥満によって様々な病

気が引き起こされやすくなった状態）の該当者・予備群であるなど、働き盛り世代を

中心に健康づくりについての意識が低く、健康づくりへの取組みを自分の問題として

意識していない状況です。 

県内の医師数と看護職員数 
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県民の死因 
 

悪性新生物
30%

心疾患
16%

脳血管疾患
13%

肺炎
9%

不慮の事故
4%

老衰
3%

自殺
2%

その他
23%

平成18年
死亡数
6,328人

 
 資料 厚生労働省「人口動態統計」    

１１ 現現現状状状・・・課課課題題題 

※ 医師は医療機関従事者のうち病院勤務医のみの数。 

資料 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」、「衛生行政報告例」    
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40～70歳の健診結果（鳥取県） 
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① 急性期から回復期、在宅医療に至るまでの適切な医療サービスが切れ目無く受けら

れる、持続可能な医療提供体制を構築します。 

② 医師養成に向けて鳥取大学等との連携を進めます。国策として、地域が必要として

いる医師、看護師等の確保を求めるほか、県としても、医師、看護師等を確保する

ための奨学金制度の充実や、医師確保に向けた専門研修医師支援制度の創設、高等

教育を含めた看護教育の充実、更に新人看護師の早期離職防止・離職看護師の再就
業支援体制の強化等により、地域で不足している医師や看護師を確保します。 

③ 二次医療圏（東部・中部・西部の各圏域）ごとに医療機関が機能を分担し、相互に

連携します。軽症患者から重篤な患者まで対応できる救急医療体制の整備を推進し

ます。近隣県と連携してドクターヘリ（医師がヘリコプターで患者の元へ向かうシ
ステム）の導入を検討します。 

④ 治療や療養を必要とする方が通院困難な状態にあっても、在宅において必要な医療

を受けられるよう、医師等が居宅等を訪問して看取りまで含めた医療を提供できる

体制の整備を目指します。 

⑤ 全ての世代が健康に関心を持ち、「日常的な運動文化」「健康を支える食文化」「心

と体の健やか文化」の３つの柱で県民運動に取り組み、社会全体で「健康づくり文
化」を創造します。 

⑥ 健全な食習慣の定着、食に関する正しい知識の習得、食に関する感謝の心の涵養、

豊かな食文化の継承等を通じ、県民一人ひとりの食を通して健やかに生きる力を育

む「食育」を推進します。 

⑦ 生涯スポーツ等の健康づくりの地域への浸透、検診の受診の向上等を勧め、男性の

平均寿命の全国順位を女性と同様、上位 10 位まで引き上げます。 

⑧ 特定健康診査、特定保健指導の充実等により、メタボリックシンドロームの改善及

資料 平成 18年「鳥取県健康状況調査」

２２ 取取取組組組みみみののの方方方向向向性性性等等等 
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び糖尿病等の生活習慣病の発生予防を推進します。 

⑨ どこでも一定レベルのがん医療が受けられる体制の整備など、がん対策を総合的に

推進します。 

⑩ 健康危機の脅威から県民を守るため、健康危害の早期発見、原因究明、被害の拡大

防止等を一元的に対応する拠点・機能の整備を検討します。 

⑪ 学校を含め、県内の主要な公共施設にＡＥＤ（自動体外式除細動器）を設置します。 
 

  
項 目 現 状 目 標 

医師数 
1,031人 

(平成18年末) 

1,130人 

(平成30年末) 

看護職員数 
4,794人 

(平成18年末) 

5,250人 

(平成30年末) 

メタボリックシンドロームの該

当者及び予備群数 
－  

平成20年度に比較し25％減 

(平成30年度) 

 

３３ 主主主ななな目目目標標標指指指標標標 


